
水道事業特別会計



議案第　２２　号

 (総　則)

第１条 平成３１年度国東市水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

 (業務の予定量)

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 戸

(２) ｍ3

(３) ｍ3

(４)

千円

千円

 (収益的収入及び支出)

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

　第１款 水道事業収益 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 １ 千円

支　　　出

　第１款 水道事業費用 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第３項 千円

　　第４項 千円

年 間 総 給 水 量

 平成３１年度　国東市水道事業特別会計予算

８７，３６８

主要な建設改良事業

施 設 改 良 費

給 水 戸 数

一 日 平 均 給 水 量

施 設 建 設 費

　営業収益

　特別利益

　営業外収益

　営業費用

１，９４９，４４３

６，５１０

８，４２１

３７４，７６１

２８７，３９２

５，３４０

４６，０９１

４１３，２９７

３７１，４３５

３５，７１０

１５２

６，０００

　営業外費用

　特別損失

　予備費
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 (資本的収入及び支出)

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８６,１９６千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４，５７９千円、過年度分損益勘定留保資金３４，５００千円及び当年

　度分損益勘定留保資金４７，１１７千円で補てんするものとする。)。

収　　　入

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第４項 千円

　　第５項 千円

支　　　出

　第１款 千円

　　第１項 千円

　　第２項 千円

　　第４項 千円

資本的支出

５６，８６２

２２１，８４９

１６１，９８７

３，０００

１

１３５，６５３

２４，５００

１１１，１５１

１

　出資金

　工事負担金

　予備費

　建設改良費

　企業債償還金

　企業債

　補助金

資本的収入
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 (企業債)

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　借

 (一時借入金)

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(１) 営業費用と営業外費用

 (議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(１) 職員給与費 千円

償還の方法

５７，４９３

借入先の貸付条件による。

ただし、財政上の都合等により据
置期間及び償還期限を短縮し、ま
たは繰上償還もしくは低利に借り
換えることができる。

起債の目的

５．０ ％ 以内

証書借入

起債の方法限度額

水道事業債 （ただし、利率見直し方式で借
り入れるものについては、利率
見直し後の利率）

利率

２４，５００千円 
　水道事業
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 (他会計からの補助金)

第９条 企業債利息の償還に充てるための一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２，７９１千円である。

 (たな卸資産購入限度額)

第10条 たな卸資産の購入限度額は、３，５１３千円と定める。

平成３１年　３月１１日 提　 出

国東市長  三 河 明 史
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予算に関する説明書

１ 平成３１年度国東市水道事業特別会計予算実施計画 　５　頁

２ 平成３１年度国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 　７　頁

３ 平成３１年度国東市水道事業特別会計予算給与費明細書 　９　頁

４ 債務負担行為に関する調書 １４　頁

５ 平成３１年度国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 １５　頁

６ 平成３０年度国東市水道事業特別会計予定損益計算書 １９　頁

７ 平成３０年度国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 ２０　頁

８ 平成３１年度国東市水道事業特別会計に関する注記 ２４　頁

参考資料

１ 平成３１年度国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書 ２６　頁

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・



収益的収入及び支出
収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：千円）
予 定 額 備　考

１ 水道事業収益 374,761
１ 営業収益 287,392

１ 給水収益 277,891
４ その他の営業収益 9,501

２ 営業外収益 87,368
１ 受取利息及び配当金 563
２ 他会計補助金 12,791
３ 他会計負担金 13,082
５ 長期前受金戻入 60,930
６ 雑収益 2

３ 特別利益 1
２ 過年度損益修正益 1

支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　
　（単位：千円）

予 定 額 備　考
１ 水道事業費用 413,297

１ 営業費用 371,435
１ 原水及び浄水費 55,364
２ 配水及び給水費 67,236
３ 総係費 62,618
４ 減価償却費 186,085
５ 資産減耗費 131
６ その他営業費用 1

２ 営業外費用 35,710
１ 支払利息及び企業債取扱諸費 26,209
２ 消費税及び地方消費税 9,500
３ 雑支出 1

３ 特別損失 152
４ 過年度損益修正損 152

４ 予備費 6,000
１ 予備費 6,000

平成31年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出
収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：千円）
予 定 額 備　考

１ 資本的収入 135,653
１ 企業債 24,500

１ 建設改良費等の財源に充てる 24,500
ための企業債

２ 補助金 1
１ 国県補助金 1

４ 出資金 111,151
１ 他会計出資金 111,151

５ 工事負担金 1
１ 工事負担金 1

支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　
　（単位：千円）

予 定 額 備　考
１ 資本的支出 221,849

１ 建設改良費 56,862
１ 施設建設費 46,091
２ 施設改良費 8,421
３ 営業設備費 2,350

２ 企業債償還金 161,987
１ 企業債償還金 161,987

４ 予備費 3,000
１ 予備費 3,000

款 項 目

款 項 目
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(単位：円)

　　　　　　　　１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

 当年度純利益 △ 36,849,000

 減価償却費 186,085,000

 固定資産除却費 130,000

 賞与引当金の増減額（△は減少） 197,000

 法定福利費引当金の増減額（△は減少） 39,000

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 70,000

 長期前受金戻入額 △ 60,930,000

 受取利息及び受取配当金 △ 563,000

 支払利息 26,195,000

 未収金の増減額（△は増加） △ 12,175

 たな卸資産の増減額（△は増加） 20,000

 その他流動資産の増減額（△は増加） 0

 特定収入額仮払消費税 0

 未払金の増減額（△は減少） △ 373,550

 その他流動負債の増減額（△は減少） 0

 小計 113,868,275

 利息及び配当金の受取額 563,000

 利息の支払額 △ 26,195,000

 業務活動によるキャッシュ・フロー 88,236,275

平成31年度　国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書

〈間接法〉

(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで)
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　　　　　　　  ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △ 45,960,000

 有形固定資産の売却による収入 0

 無形固定資産の取得による支出 0

 無形固定資産の売却による収入 0

 国県補助金等による収入 1,000

 負担金による収入 1,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 45,958,000

　　　　　　　  ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 24,500,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 161,986,047

 他会計からの出資による収入 111,151,000

 リース債務の返済による支出 △ 6,323,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 32,658,047

資金に係る換算差額 0

資金の増加額（又は減少額） 9,620,228

資金期首残高 46,745,293

資金期末残高 56,365,521
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１． 総    括

特別職
(人)

一般職
(人)

報酬
（千円）

給料
（千円）

賃金
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

9 26,751 15,596 42,347 15,146 57,493

9 26,751 15,596 42,347 15,146 57,493

9 400 26,522 3,474 15,953 46,349 15,074 61,423

9 400 26,522 3,474 15,953 46,349 15,074 61,423

△ 400 229 △ 3,474 △ 357 △ 4,002 72 △ 3,930

△ 400 229 △ 3,474 △ 357 △ 4,002 72 △ 3,930

※ 法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む。

扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末・勤勉手当 賞与引当金繰入額 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

396 521 867 3,000 7,606 2,966 240

978 521 826 3,000 7,600 2,868 160

△ 582 0 41 0 6 98 80

２． 給料及び手当の増減額の明細

512

△ 283

△ 357

平成31年度　国東市水道事業特別会計予算給与費明細書

区　　　　分

職　員　数 給　　与　　費 ※法　定
福利費等
（千円）

合　計
（千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

前
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

給料 229

比
 
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

手当の内訳 本年度

前年度

比　較

区　分

手当 △ 357

増　減　事　由　別　内　訳
　　　　　　　　　　(千円)

説　　明 備　　考
増 減 額
(千円)

区分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 ・異動等

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 ・異動昇給等
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３． 給料及び手当の状況

(１) 職員１人当たり給与

(２) 初　　任　　給

高 校 卒

大 学 卒

区　　　　　　　　分 一般事務職 技能労務職

平成３１年１月１日現在

平均給料月額(円) 308,322

平均給与月額(円) 348,760

平 均 年 齢 (歳) 38.96

平成３０年１月１日現在

平均給料月額(円) 306,514

平均給与月額(円) 351,612

平 均 年 齢 (歳) 38.70

区　　　分
一般事務職

(円)
技能労務職

(円)

一 般 会 計 の 制 度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

153,000 153,000 153,000 153,000

187,200 187,200
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(３) 級別職員数

級

７ 級 (0) (0) (0) (0)

６ 級 (0) (0) (0) (0)

５ 級 (0) (0) (0) (0)

４ 級 (0) (0) (0) (0)

３ 級 (0) (0) (0) (0)

２ 級 (0) (0) (0) (0)

１ 級 (0) (0) (0) (0)

計 (0) (0) (0) (0)

７ 級 (0) (0) (0) (0)

６ 級 (0) (0) (0) (0)

５ 級 (0) (0) (0) (0)

４ 級 (0) (0) (0) (0)

３ 級 (0) (0) (0) (0)

２ 級 (0) (0) (0) (0)

１ 級 (0) (0) (0) (0)

計 (0) (0) (0) (0)

　　　　　（　　）内は、再任用短時間勤務職員で外数

(級別の標準的な職務内容)

区　　　分

一般事務職

課長、参事又は課長補佐の職務

職　　　　　務

主事の職務

主任の職務

主査の職務

副主幹又は係長の職務

主幹の職務

困難な業務を行う課長又は参事の職務

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

職務の級

１ 級

２ 級

３ 級

６ 級

3 33.3 ５ 級

2 22.3 ４ 級

2 22.2 ３ 級

1 11.1 ２ 級

1 11.1

区　　　　分
一　般　事　務　職 技　能　労　務　職

職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

平成３１年１月１日現在

７ 級

１ 級

9 100.0 計

平成３０年１月１日現在

７ 級

６ 級

3 33.3 ５ 級

2 22.3 ４ 級

1 11.1 ３ 級

9 100.0 計

3 33.3 ２ 級

１ 級
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(４) 昇給

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

(５) 特殊勤務手当

 代表的な特殊勤務手当の名称 - -

 支 給 対 象 職 員 の 比 率    （％）
（平成31年1月1日現在）

- -

 支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
 平  均  支  給  月  額        （円）

- -

区　　　　分 全 職 種 一 般 事 務 職 技 能 労 務 職

 給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） - -

区　　　　　分 合　計 一般事務職 技能労務職

本
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) 9 9

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 9 9

号給数別内訳

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (％) 100.0 100.0

9 9

9 9

比　率　 (Ｂ)／(Ａ)　 (％) 100.0 100.0

前
 
年
 
度

職  　 員 　　数(Ａ)(人) 9 9

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 9 9

号給数別内訳
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(６) 期末手当・勤勉手当

６月(月分)

2.225

（1.175）

2.125

（1.075）

2.225

（1.175）

　　（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

(７) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　給　率　等 24.586875 無 Ｈ31.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 無 Ｈ31.1.1現在

(８) その他の手当

区　　　分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　　分

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

１２月(月分)

2.225

（1.175）

2.275

（1.225）

2.225

（1.175）

支　給　期　別　支　給　率

4.450

（2.350）
有

4.400

（2.300）
有

4.450

（2.350）
有

備　考
支 給 率 計
（月分）

　　職制上の段階、職務の
　　級等による加算措置

同 -

同 -

同 -

同 -

退職時
特別昇給

備　考
３５年勤続の者

(月分)
最高限度
(月分)

その他の加算措置等

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

区　　　分
２０年勤続の者

(月分)
２５年勤続の者

(月分)

定年前早期退職者特例措置
（2～45％加算）

定年前早期退職者特例措置
（2～45％加算）

47.709

47.709

33.27075

33.27075

47.709

47.709
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（単位：千円）

一般財源 特定財源

（給水収益等） （下水道負担金）

35,700 15,300
平成３５年度まで

　水道料金システム
　更新事業

51,000 － －
平成３１年度から

51,000

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

期間 金額 期間 金額
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(単位：円)
１ 固定資産

(１)有形固定資産
ｲ) 土　地 76,431,796
ﾛ) 建　物 229,276,102

　減価償却累計額 △ 49,642,372 179,633,730
ﾊ) 構築物 2,544,249,873

　減価償却累計額 △ 464,500,814 2,079,749,059
ﾆ) 機械及び装置 756,680,708

　減価償却累計額 △ 278,659,811 478,020,897
ﾎ) 車両運搬具 1,457,997

　減価償却累計額 △ 833,724 624,273
ﾍ) 工具、器具及び備品 15,944,162

　減価償却累計額 △ 12,361,288 3,582,874
ﾄ) リース資産 0

　減価償却累計額 △ 0 0
ﾁ) 建設仮勘定 87,606,000
有形固定資産合計 2,905,648,629

(２)無形固定資産
ｲ) 施設利用権 292,438
ﾛ) 電話加入権 288,000
ﾊ) リース資産 31,320,000
無形固定資産合計 31,900,438

(３)投資その他の資産
ｲ) 投資有価証券 0
ﾛ) 長期運用委託金 90,000,000
投資その他の資産合計 90,000,000

固定資産合計 3,027,549,067

２ 流動資産
(１)現金・預金 56,365,521
(２)未収金 42,309,100

未収金貸倒引当金 △ 410,000 41,899,100

(３)貯蔵品 6,415,458
(４)仮払金 0
(５)その他流動資産 0

流動資産合計 104,680,079

資産合計 3,132,229,146

平成31年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(平成32年3月31日)
資　産　の　部
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(単位：円)
３ 固定負債

(１)企業債
ｲ) 建設改良費等の財源に 1,149,670,008

充てるための企業債
ﾛ) その他の企業債 0
企業債合計 1,149,670,008

(２)他会計借入金
ｲ) 建設改良費等の財源に 0

充てるための長期借入金
ﾛ) その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

(３)長期リース債務 18,733,000
(４)引当金

ｲ) 修繕引当金 0
ﾛ) 特別修繕引当金 0
引当金合計 0

固定負債合計 1,168,403,008

負　債　の　部
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(単位：円)
４ 流動負債

(１)一時借入金 0
(２)企業債

ｲ) 建設改良費等の財源に 154,592,854
充てるための企業債

ﾛ) その他の企業債 0
企業債合計 154,592,854

(３)他会計借入金
ｲ) 建設改良費等の財源に 0

充てるための長期借入金
ﾛ) その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

(４)短期リース債務 6,264,000
(５)未払金 20,825,530
(６)未払費用 0
(７)前受金 0
(８)引当金

ｲ) 賞与引当金 2,966,000
ﾛ) 法定福利費引当金 577,000
ﾊ) 修繕引当金 0
ﾆ) 特別修繕引当金 0
引当金合計 3,543,000

(９)預り金 2,848,672

流動負債合計 188,074,056

５ 繰延収益
(１)長期前受金 1,287,890,653
(２)長期前受金収益化累計額 △ 261,439,957

繰延収益合計 1,026,450,696

負債合計 2,382,927,760
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(単位：円)
６ 資本金 892,568,530

７ 剰余金
(１)資本剰余金

ｲ) 受贈財産評価額 7,205,960
ﾛ) 寄附金 0
ﾊ) 国庫補助金 7,528,350
ﾆ) 県補助金 1,091,726
ﾎ) 他会計補助金 0
ﾍ) 他会計負担金 0
資本剰余金合計 15,826,036

(２)利益剰余金
ｲ) 当年度未処理欠損金 159,093,180
利益剰余金合計 △ 159,093,180

剰余金合計 △ 143,267,144

資本合計 749,301,386

負債資本合計 3,132,229,146

資　本　の　部
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(単位：円)
１

(１) 255,347,000
(２) 5,518,000 260,865,000

２
(１) 50,444,000
(２) 61,320,000
(３) 56,504,000
(４) 200,412,000
(５) 1,235,000
(６) 1,000 369,916,000

109,051,000

３
(１) 953,000
(２) 14,678,000
(３) 14,676,000
(４) 64,771,000
(５) 2,000 95,080,000 　

４
(１) 29,597,000
(２) 1,000 29,598,000 65,482,000

43,569,000

５
(１) 1,000 1,000

６
(１) 152,000
(２) 0 152,000 △ 151,000

43,720,000
78,524,180

122,244,180

そ の 他 営 業 費 用

平成30年度　国東市水道事業特別会計予定損益計算書

(平成30年4月1日から平成31年3月31日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

特 別 利 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 損 失

当年度未処理欠損金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金
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(単位：円)
１ 固定資産

(１)有形固定資産
ｲ) 土　地 76,431,796
ﾛ) 建　物 229,276,102

　減価償却累計額 △ 37,648,372 191,627,730
ﾊ) 構築物 2,544,249,873

　減価償却累計額 △ 354,706,814 2,189,543,059
ﾆ) 機械及び装置 755,490,708

　減価償却累計額 △ 215,302,811 540,187,897
ﾎ) 車両運搬具 1,457,997

　減価償却累計額 △ 708,724 749,273
ﾍ) 工具、器具及び備品 14,999,162

　減価償却累計額 △ 11,571,288 3,427,874
ﾄ) リース資産 0

　減価償却累計額 △ 0 0
ﾁ) 建設仮勘定 43,911,000
有形固定資産合計 3,045,878,629

(２)無形固定資産
ｲ) 施設利用権 317,438
ﾛ) 電話加入権 288,000
無形固定資産合計 605,438

(３)投資その他の資産
ｲ) 投資有価証券 0
ﾛ) 長期運用委託金 90,000,000
投資その他の資産合計 90,000,000

固定資産合計 3,136,484,067

２ 流動資産
(１)現金・預金 46,745,293
(２)未収金 42,296,925

未収金貸倒引当金 △ 480,000 41,816,925

(３)貯蔵品 6,435,458
(４)仮払金 0
(５)その他流動資産 0

流動資産合計 94,997,676

資産合計 3,231,481,743

平成30年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(平成31年3月31日)
資　産　の　部
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(単位：円)
３ 固定負債

(１)企業債
ｲ) 建設改良費等の財源に 1,279,762,862

充てるための企業債
ﾛ) その他の企業債 0
企業債合計 1,279,762,862

(２)他会計借入金
ｲ) 建設改良費等の財源に 0

充てるための長期借入金
ﾛ) その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

(３)長期リース債務 0
(４)引当金

ｲ) 修繕引当金 0
ﾛ) 特別修繕引当金 0
引当金合計 0

固定負債合計 1,279,762,862

負　債　の　部
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(単位：円)
４ 流動負債

(１)一時借入金 0
(２)企業債

ｲ) 建設改良費等の財源に 161,986,047
充てるための企業債

ﾛ) その他の企業債 0
企業債合計 161,986,047

(３)他会計借入金
ｲ) 建設改良費等の財源に 0

充てるための長期借入金
ﾛ) その他の長期借入金 0
他会計借入金合計 0

(４)短期リース債務 0
(５)未払金 21,199,080
(６)未払費用 0
(７)前受金 0
(８)引当金

ｲ) 賞与引当金 2,769,000
ﾛ) 法定福利費引当金 538,000
ﾊ) 修繕引当金 0
ﾆ) 特別修繕引当金 0
引当金合計 3,307,000

(９)預り金 2,848,672

流動負債合計 189,340,799

５ 繰延収益
(１)長期前受金 1,287,888,653
(２)長期前受金収益化累計額 △ 200,509,957

繰延収益合計 1,087,378,696

負債合計 2,556,482,357
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(単位：円)
６ 資本金 781,417,530

７ 剰余金
(１)資本剰余金

ｲ) 受贈財産評価額 7,205,960
ﾛ) 寄附金 0
ﾊ) 国庫補助金 7,528,350
ﾆ) 県補助金 1,091,726
ﾎ) 他会計補助金 0
ﾍ) 他会計負担金 0
資本剰余金合計 15,826,036

(２)利益剰余金
ｲ) 当年度未処理欠損金 122,244,180
利益剰余金合計 △ 122,244,180

剰余金合計 △ 106,418,144

資本合計 674,999,386

負債資本合計 3,231,481,743

資　本　の　部
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Ⅰ．重要な会計方針

　平成28年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１．資産の評価基準及び評価方法

 たな卸資産（貯蔵品）　先入先出法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　建物　　　　　　　２～３７年

　構築物　　　　　　２～６０年

　機械及び装置　　　２～２０年

　車両運搬具　　　　　２～４年

　工具、器具及び備品　２～６年

(２) 無形固定資産(リース資産を除く。)

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　施設利用権　　　　２～１９年　

平成31年度　国東市水道事業特別会計に関する注記
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３．引当金の計上方法

(１) 退職給付引当金

　水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等による

追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(２) 賞与引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(３) 法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

(４) 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、見込額を計上している。

４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(１) 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

１．企業債の償還に係る他会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

　他会計が負担すると見込まれる額は６２１，９５８，０００円である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

１．リース取引の処理方法

　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

　行っている。
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(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

１ 水道事業収益 374,761 379,034 △ 4,273

１ 営業収益 287,392 283,827 3,565

１ 給水収益 水道料金 277,891 275,772 2,119

４ その他の営業収益 9,501 8,055 1,446

手数料 400 400 0

雑収益 7,601 6,155 1,446

加入金 1,500 1,500 0

２ 営業外収益 87,368 95,206 △ 7,838

１ 受取利息及び配当金 預金利息 563 619 △ 56

２ 他会計補助金 他会計補助金 12,791 15,088 △ 2,297

３ 他会計負担金 他会計負担金 13,082 14,726 △ 1,644 児童手当分 240

企業債利子償還分 12,842

５ 長期前受金戻入 60,930 64,771 △ 3,841

受贈財産評価額 8,733 8,890 △ 157

国庫補助金 31,381 34,285 △ 2,904

県補助金 4,821 5,368 △ 547

他会計負担金 15,995 16,228 △ 233

６ 雑収益 2 2 0

延滞金 1 1 0

その他雑収益 1 1 0

３ 特別利益 1 1 0

２ 過年度損益修正益 1 1 0

過年度損益修正益 1 1 0

平成31年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目 備　考
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(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

１ 水道事業費用 413,297 436,304 △ 23,007

１ 営業費用 371,435 391,896 △ 20,461

１ 原水及び浄水費 55,364 54,672 692

給料 2,977 2,585 392

手当等 1,253 1,028 225 通勤手当 89

時間外勤務手当 368

期末手当 468

勤勉手当 328

賞与引当金繰入額 385 303 82

法定福利費 788 665 123 共済組合費

法定福利費引当金繰入額 75 59 16

退職手当組合負担金 962 964 △ 2

賃金 0 1,821 △ 1,821

備消品費 529 524 5

燃料費 300 300 0

光熱水費 327 301 26

修繕費 2,510 2,700 △ 190

通信運搬費 957 1,105 △ 148

手数料 635 1,755 △ 1,120 草刈・樹木剪定等作業手数料 505

漏水検査手数料 130

保険料 100 74 26 市有建物災害共済保険料

委託料 16,014 12,229 3,785 水質検査委託料 10,845

水道設備保守点検委託料 2,499

施設洗浄メンテナンス委託料 2,670

賃借料 458 457 1 停電対策用発電機等借上料 382

水源用地等借上料 55

九電・NTT電柱共架料 21

動力費 26,073 26,887 △ 814

材料費 200 200 0

薬品費 821 715 106

款 項 目 備　考

支　　　出
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節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

２ 配水及び給水費 67,236 69,729 △ 2,493

給料 6,771 7,255 △ 484

手当等 3,517 4,356 △ 839 扶養手当 120

住居手当 36

通勤手当 252

時間外勤務手当 1,189

期末手当 1,129

勤勉手当 791

賞与引当金繰入額 934 944 △ 10

法定福利費 2,101 1,988 113 共済組合費

法定福利費引当金繰入額 182 183 △ 1

退職手当組合負担金 1,924 1,928 △ 4

燃料費 30 30 0

光熱水費 843 810 33

修繕費 10,300 10,300 0

通信運搬費 3,088 3,476 △ 388

手数料 1,705 1,706 △ 1 草刈・樹木剪定等作業手数料 390

漏水検査手数料 1,315

保険料 53 41 12 市有建物災害共済保険料

委託料 12,742 12,162 580 水質検査委託料 5,601

量水器取替委託料 1,050

配水池清掃委託料 5,445

水道設備保守点検委託料 646

賃借料 321 315 6 停電対策用発電機等借上料 261

水源用地等借上料 60

動力費 21,000 22,510 △ 1,510

材料費 1,725 1,725 0

３ 総係費 62,618 66,359 △ 3,741

報酬 0 400 △ 400

給料 17,003 16,682 321

手当等 7,860 7,701 159 扶養手当 276

住居手当 485

通勤手当 526

時間外勤務手当 1,443

児童手当 240

期末手当 2,869

勤勉手当 2,021

賞与引当金繰入額 1,647 1,621 26

法定福利費 4,707 4,877 △ 170 共済組合費

法定福利費引当金繰入額 320 314 6

退職手当組合負担金 4,087 4,096 △ 9

賃金 0 1,653 △ 1,653

款 項 目 備　考
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節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

３ 総係費 旅費 889 615 274 普通旅費

備消品費 255 289 △ 34

燃料費 464 470 △ 6

食糧費 0 11 △ 11

印刷製本費 954 1,025 △ 71

修繕費 250 250 0

被服費 51 40 11

通信運搬費 1,034 1,005 29

手数料 6,192 5,944 248 口座振替等手数料 703

コンビニ収納事務手数料 669

定期検便手数料 22

車検・定期点検手数料 31

総合収納システム手数料 4,500

一般事務手数料 110

窓口収納手数料 157

保険料 174 156 18 自動車保険料 106

委託検針員等保険料 68

委託料 15,060 16,627 △ 1,567 検針委託料 8,850

納付書等印刷封入業務委託料 1,017

固定資産管理システム保守料 561

公営企業会計システム保守料 266

施設情報管理システム保守料 200

料金システム保守料 4,166

賃借料 509 1,600 △ 1,091 旧料金システム利用料

公課費 14 16 △ 2 自動車重量税

負担金 738 487 251 上下水道研修負担金 618

日本水道協会等負担金 120

貸倒引当金繰入額 410 480 △ 70

款 項 目 備　考
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節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

４ 減価償却費 186,085 200,169 △ 14,084

有形固定資産減価償却費 186,060 200,144 △ 14,084 建物減価償却費 11,994

構築物減価償却費 109,794

機械及び装置減価償却費 63,357

車両運搬具減価償却費 125

工具、器具及び備品減価償却費 790

無形固定資産減価償却費 25 25 0 施設利用権減価償却費

５ 資産減耗費 131 966 △ 835

固定資産除却費 130 965 △ 835

たな卸資産減耗費 1 1 0

６ その他営業費用 1 1 0

雑支出 1 1 0

2 営業外費用 35,710 38,256 △ 2,546

１ 支払利息及び企業債 26,209 29,755 △ 3,546

取扱諸費 企業債利息 25,937 29,654 △ 3,717

借入金利息 101 101 0 一時借入金利息

料金システム利息 171 0 171

２ 消費税及び地方消費税 消費税及び地方消費税 9,500 8,500 1,000

３ 雑支出 その他雑支出 1 1 0

3 特別損失 152 152 0

　 ４ 過年度損益修正損 過年度損益修正損 152 152 0

4 予備費 6,000 6,000 0

１ 予備費 6,000 6,000 0

予備費 6,000 6,000 0

款 項 目 備　考
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(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

１ 資本的収入 135,653 138,406 △ 2,753

１ 企業債 24,500 10,500 14,000

１ 建設改良費等の財源に 24,500 10,500 14,000

充てるための企業債 建設改良費等の財源に充てる 24,500 10,500 14,000

ための企業債

２ 補助金 1 1 0

１ 国県補助金 1 1 0

国庫補助金 1 1 0

４ 出資金 111,151 127,904 △ 16,753

１ 他会計出資金 111,151 127,904 △ 16,753

他会計出資金 111,151 127,904 △ 16,753

５ 工事負担金 1 1 0

１ 工事負担金 1 1 0

工事負担金 1 1 0

収　　　入

款 項 目 備　考

資本的収入及び支出
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(単位：千円)

節
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

１ 資本的支出 221,849 224,480 △ 2,631

１ 建設改良費 56,862 54,787 2,075

１ 施設建設費 46,091 44,000 2,091

委託料 1,000 8,000 △ 7,000 橋梁架替県委託料

賃借料 6,891 0 6,891 料金システム賃借料

工事請負費 38,200 36,000 2,200 配水管布設替工事 15,300

連絡管布設工事 18,400

道路改良に伴う管移設工事 4,500

２ 施設改良費 8,421 8,821 △ 400

手数料 10 10 0 電柱強度調査手数料

委託料 1,000 1,000 0 工事設計等業務委託料

賃借料 310 310 0 電算システム使用料

工事請負費 7,101 7,501 △ 400 給配水管布設及びポンプ取替等 7,100

施設整備工事

下水道工事に伴う移設工事 1

３ 営業設備費 2,350 1,966 384

工具、器具及び備品購入費 1,030 100 930

量水器費 1,320 1,866 △ 546

２ 企業債償還金 161,987 168,693 △ 6,706

１ 企業債償還金 161,987 168,693 △ 6,706

建設改良費等の財源に充てる 161,987 168,693 △ 6,706

ための企業債償還金

４ 予備費 3,000 1,000 2,000

１ 予備費 3,000 1,000 2,000

予備費 3,000 1,000 2,000

款 項 目 備　考

支　　　出
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